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決算取締役会開催日　　平成19年 2月16日　　　中間配当制度の有無 　　無
定時株主総会開催日　　平成19年 3月29日　　　単元株制度採用の有無 　有(1単元1,000株)

1. 平成18年12月期の業績（平成18年１月１日～平成18年12月31日）
(1) 経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

―
―

 (注) ① 期中平均株式数　　　  　　　18年12月期　10,300,303株　　　17年12月期　10,305,979株

② 会計処理の方法の変更        無

③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 財政状態 （百万円未満切捨て）

百万円 百万円 ％ 円 銭

(注) ① 期末発行済株式数   18年12月期　10,298,829株    17年12月期　10,302,374株

② 期末自己株式数   　18年12月期      39,171株    17年12月期　    35,626株

2. 平成19年12月期の業績予想（平成19年１月１日～平成19年12月31日）

百万円 百万円 百万円

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)    21円 32銭

3．配当状況
　・現金配当 純資産配当率

(％)
　17年12月期 ― ― ― ―
　18年12月期(実績) ― ― ― ―
　19年12月期(予想) ―

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々

　　な要因によって予想数値と異なる場合があります。

(％)
0.0
0.0
0.0

0.0
0.0
0.0

220

当期純利益経常利益売上高

△ 46

53.1

1,073

4,959
10,222

△ 30
324

純 資 産

16.2
19.3

配当金総額
(百万円)

6,614

通　期
中間期

中間期末 期末 年間
１株当たり配当金(円)

平成１８年１２月期　　　　　個別財務諸表の概要

268 312
369

18年12月期 △27.5

18年12月期
17年12月期

総　資　産

経  常  利  益

9,827 543
10,035

営  業  利  益売   上   高

2.1 △42.6
△10.817年12月期

18年12月期

△2.9

△44.6
17年12月期

１株当たり
当期純利益当期純利益

444
246 23

43
92
17

19
127

潜 在 株 式 調 整 後
１株当たり当期純利益

6,797 11

20.7

1,309

１株当たり純資産自己資本比率

104

配当性向

△1.5

184.0

売  上  高
経常利益率

3.1
5.6

4.7
8.2

総  資  産
経常利益率

自 己 資 本
当期純利益率
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６．個別財務諸表等

(1)貸借対照表
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％） 増減

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ　流 　動 　資 　産

１． 現 金 及 び 預 金 635,773 669,419

２． 売 掛 金 535,607 555,817

３． 原 材 料 108,038 110,777

４． 貯 蔵 品 1,819 1,885

５． 前 払 費 用 31,698 39,458

６． そ の 他 9,894 10,413

７． 貸 倒 引 当 金 △ 1,000 △ 300

流動資産合計 1,321,831 20.0 1,387,472 20.4 65,641

Ⅱ　固　 定　 資　 産

１． 有 形 固 定 資 産 ※1.2

(1) 建 物 2,319,795 2,383,067

減価償却累計額 1,524,970 794,825 1,555,747 827,320

(2) 構 築 物 137,548 146,397

減価償却累計額 111,673 25,875 114,336 32,061

(3) 機 械 及 び 装 置 596,035 572,523

減価償却累計額 511,157 84,877 495,749 76,773

(4) 車 両 及 び 運 搬 具 19,938 16,335

減価償却累計額 17,319 2,618 14,593 1,742

(5) 器 具 及 び 備 品 2,211,080 2,076,759

減価償却累計額 1,878,133 332,947 1,710,003 366,756

(6) 土 地 1,116,379 1,090,057

有形固定資産合計 2,357,525 35.6 2,394,710 35.2 37,185

２． 無 形 固 定 資 産

(1) ソ フ ト ウ ェ ア 11,001 31,041

(2) 電 話 加 入 権 6,553 4,281

無形固定資産合計 17,554 0.3 35,322 0.5 17,767

３． 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 203,760 179,973

(2) 関 係 会 社 株 式 76,887 86,451

(3) 関 係 会 社 出 資 金 2,403,340 2,482,015

(4) 長 期 前 払 費 用 399 3,391

(5) 差 入 保 証 金 207,800 202,870

(6) 会 員 権 9,500 9,500

(7) そ の 他 24,463 23,869

(8) 貸 倒 引 当 金 △ 8,700 △ 8,566

投資その他の資産合計 2,917,453 44.1 2,979,505 43.9 62,052

固定資産合計 5,292,533 80.0 5,409,539 79.6 117,005

資　　産　　合　　計 6,614,364 100.0 6,797,011 100.0 182,647

区分

対前年比

金　　額 金　　額

前事業年度 当事業年度
(平成17年12月31日) (平成18年12月31日)
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(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％） 増減

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　流 　動 　負   債

１． 買 掛 金 229,472 263,035

２． 短 期 借 入 金 2,597,400 2,427,000

３． 1年以内返済予定長期借入金 ― 20,800

４． 未 払 法 人 税 等 24,980 15,627

５． 未 払 金 417,764 534,618

６． 未 払 費 用 78,082 97,521

７． 前 受 金 46,473 57,936

８． 前 受 収 益 65,728 61,639

９． 預 り 金 136,525 137,286

１０．そ の 他 50,379 54,673

流動負債合計 3,646,807 55.1 3,670,139 54.0 23,331

Ⅱ　固　 定　 負   債

１． 長 期 借 入 金 ― 66,400

２． 退 職 給 付 引 当 金 152,511 139,847

３． 預 り 保 証 金 1,654,104 1,522,777

４． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 59,911 66,897

５． 繰 延 税 金 負 債 27,608 21,836

固定負債合計 1,894,135 28.6 1,817,759 26.7 △ 76,376

負　　債　　合　　計 5,540,943 83.7 5,487,898 80.7 △ 53,045

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 　資　　　本　　　金 950,000 14.4 ― ― ―

Ⅱ

１． 資 本 準 備 金 209,363 ―

資本剰余金合計 209,363 3.2 ― ― ―

Ⅲ

１． 当 期 未 処 理 損 失 114,206 ―

利益剰余金合計 △ 114,206 △ 1.7 ― ― ―

Ⅳ 　その他有価証券評価差額金 40,426 0.6 ― ― ―

Ⅴ 　自　 己　　株　　式 △ 12,162 △ 0.2 ― ― ―

資　　本　　合　　計 1,073,421 16.2 ― ― ―

6,614,364 100.0 ― ― ―

（ 純 資 産 の 部 ）

Ⅰ 　株　主　資　本

１． 資 本 金 ― ― 950,000 14.0 ―

２． 資 本 剰 余 金

(1) 資 本 準 備 金 ― 209,363

資本剰余金合計 ― ― 209,363 3.1 ―

３． 利 益 剰 余 金

(1) そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金 ― 132,221

利益剰余金合計 ― ― 132,221 1.9 ―

４． 自 己 株 式 ― ― △ 14,445 △ 0.2 ―

― ― 1,277,139 18.8 ―

Ⅱ 　評価・換算差額等

１． その他有価証券評価差額金 ― ― 31,974 0.5 ―

― ― 31,974 0.5 ―

― ― 1,309,113 19.3 ―

― ― 6,797,011 100.0 ―

　資　本　剰　余　金

　利　益　剰　余　金

負 債 及 び 資 本 合 計

区分

対前年比
前事業年度 当事業年度

金　　額 金　　額

(平成17年12月31日) (平成18年12月31日)

株 主 資 本 合 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 合 計

負 債 純 資 産 合 計
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(2)損益計算書
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

百分比
（％）

百分比
（％） 増減

Ⅰ 営 業 収 益 9,827,345 100.0 10,035,671 100.0 208,325

Ⅱ 売 上 原 価 2,002,044 20.4 2,077,768 20.7 75,724

売　上　総　利　益 7,825,301 79.6 7,957,902 79.3 132,600

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※ 1 7,455,415 75.9 7,689,858 76.6 234,443

営　業　利　益 369,886 3.8 268,044 2.7 △ 101,842

Ⅳ 営業外収益

1. 2,477 3,280

2. 215,707 82,309

3. 6,774 224,958 2.3 8,321 93,911 0.9 △ 131,047

Ⅴ 営業外費用

1. 49,299 46,494

2. 2,144 51,444 0.5 3,456 49,951 0.5 △ 1,492

経　常　利　益 543,401 5.5 312,004 3.1 △ 231,396

Ⅵ 特 別 利 益

1. 貸倒引当金戻入益 2,917 2,917 0.0 834 834 0.0 △ 2,083

Ⅶ 特 別 損 失

1. 減損損失 ※3 ― 26,322

2. 役員退職慰労引当金繰入額 84,030 ―

3. 固定資産除却損 ※2 16,690 100,720 1.0 33,768 60,090 0.6 △ 40,630

445,597 4.5 252,747 2.5 △ 192,850

740 6,320

― 740 0.0 ― 6,320 0.1 5,580

444,857 4.5 246,427 2.4 △ 198,430

559,063 ― ―

114,206 ― ―

税引前当期純利益

当期未処理損失

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越損失

支払利息

その他

受取配当金

その他

区分

受取利息

金　　    額

対前年比

金　　    額

前事業年度 当事業年度

(自 平成17年 1月 1日

　至 平成17年12月31日)

(自 平成18年 1月 1日

　至 平成18年12月31日)
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(3) 損失処理計算書

(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

Ⅰ. 114,206

Ⅱ. ―

Ⅲ． 114,206

(4)株主資本等変動計算書

当事業年度(自　平成18年１月１日　　至　平成18年12月31日)

その他利益
剰余金

繰越利益剰余金

950,000 209,363 209,363 △ 114,206 △ 114,206 △ 12,162 1,032,994

当期純利益 ―　 ―　 ―　 246,427 246,427 ―　 246,427

自己株式の取得 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 △ 2,283 △ 2,283

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　 ―　

―　 ―　 ―　 246,427 246,427 △ 2,283 244,144

950,000 209,363 209,363 132,221 132,221 △ 14,445 1,277,139

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額
等合計

40,426 40,426 1,073,421

当期純利益 ―　 ―　 246,427

自己株式の取得 ―　 ―　 △ 2,283

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額) △ 8,451 △ 8,451 △ 8,451

△ 8,451 △ 8,451 235,692

31,974 31,974 1,309,113

(平成17年12月期)

前事業年度

株主資本

次 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

損 失 処 理 額

金　額区分

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計 利益剰余金合計

平成17年12月31日残高(千円)

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計(千円)

平成18年12月31日残高(千円)

事業年度中の変動額合計(千円)

平成18年12月31日残高(千円)

評価・換算差額等

純資産合計

平成17年12月31日残高(千円)

事業年度中の変動額
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重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び ① 　子会社株式及び関連会社株式 ① 　子会社株式
評価方法 移動平均法による原価法 移動平均法による原価法

② 　その他有価証券 ② 　その他有価証券
　時価のあるもの 　時価のあるもの
事業年度の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は、全部資本直入法により処理 （評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定） し、売却原価は、移動平均法により算定）

　時価のないもの 　時価のないもの
移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び 原材料及び貯蔵品 原材料及び貯蔵品
評価方法 先入先出法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産
主要な設備については、定額法によっております。
　なお、主な耐用年数は、5～50年であります。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
　定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内 なお、自社利用のソフトウェアについては社内
における利用可能期間(５年)に基づく定額法に における利用可能期間(５年)に基づく定額法に
よっております。 よっております。

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用
　用役又は期間に応じた均等償却

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当会計年度末において発生していると
認められる額を計上しております。なお、会計
基準変更時差異（427,164千円）については、
15年による按分額を費用処理しております。ま
た、数理計算上の差異は、各会計年度の発生時
における従業員の平均残存勤務期間以内の一定
の年数(7～9年)による定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌会計年度から費用処理する
こととしております。

同　　　左

同　　　左

同　　　左

同　　　左

同　　　左

前事業年度 当事業年度

　至 平成18年12月31日)
項　目 (自 平成17年 1月 1日 (自 平成18年 1月 1日

　至 平成17年12月31日)

同　　　左

同　　　左

同　　　左
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(3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に 役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に
基づく期末要支給額を計上しております。 基づく期末要支給額を計上しております。
(会計処理の方法の変更)
役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として
処理しておりましたが、当会計年度から株式会
社ホテルオークラの関連会社になったことに伴
い、同社の会計処理との統一を図るとともに、
期間損益のより一層の適正化を図るため、当会
計年度より役員退職慰労金規程に基づく期末要
支給見込額を引当計上する方法に変更いたしま
した。
この変更に伴い、当会計年度(平成17年1月1日か
ら平成17年12月31日)において販売費及び一般管
理費が13,181千円、特別損失が84,030千円増加
しております。これにより、従来と同一の方法
によった場合に比べ、営業利益及び経常利益は
13,181千円、税引前当期純利益は97,211千円、

それぞれ減少しております。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リ－ス取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。

６．その他財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。 同　　　左

同　　　左

項　目
前事業年度 当事業年度

(自 平成17年 1月 1日 (自 平成18年 1月 1日
　至 平成17年12月31日) 　至 平成18年12月31日)
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(固定資産の減損に係る会計基準)

「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会　

平成14年８月９日))および「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成15年10月

31日　企業会計基準適用指針第６号）を当事業年度より

適用しております。この結果、従来の方法によった場合

に比べ、税引前当期純利益が26,322千円減少しておりま

す。なお、減損損失累計額につきましては、改正後の財

務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しており

ます。

(役員賞与に関する会計基準)

「役員賞与に関する会計基準」(企業会計基準委員会　企

業会計基準第４号　平成17年11月29日)を当事業年度よ

り適用しております。これに伴い、当事業年度より役員

賞与を発生した会計期間の費用として処理することとし

ております。これによる損益に与える影響はありません。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準)

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準委員会　企業会計基準第５号　平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準委員会　企業会計基準

適用指針第８号　平成17年12月９日)を当事業年度より適

用しております。従来の資本の部の合計に相当する金額

は、1,309,113千円であります。なお、財務諸表規則の

改正により、当事業年度における貸借対照表の純資産の

部については改正後の財務諸表規則により作成しており

ます。

(追加情報)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号)

が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開

始する会計年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴

い、当会計年度から「法人事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」(平成16年２

月13日　企業会計基準委員会実務対応報告第12号)に従い、法

人事業税の付加価値割および資本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。その結果、販売費及び一般管理
費が24,000千円増加し、営業利益、経常利益および税引前当

期純利益が同額減少しております。

前事業年度 当事業年度

(自　平成17年 1月 1日

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

(自　平成18年 1月 1日

  至　平成18年12月31日)

(自　平成18年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)   至　平成18年12月31日)

前事業年度 当事業年度
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注記事項

（貸借対照表関係）

※ 1 有形固定資産の減価償却累計額 4,043,254 千円 ※ 1 有形固定資産の減価償却累計額 3,890,430 千円

※ 2 担保資産及び担保付債務 ※ 2

担保に供している資産は次のとおりであります。

千円

上記に対する債務は次のとおりであります。

千円

（損益計算書関係）

※ 1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の ※ 1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 とおりであります。

千円 千円

役員退職慰労引当金繰入額 役員退職慰労引当金繰入額

※ 2 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※ 2 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

千円 千円

※ 3 ※ 3 減損損失

当事業年度において、以下の資産について減損損失を計上して

おります。

当社は、資産を用途により事業用資産、賃貸用資産および遊休
資産に分類しております。また、事業用資産につきましては管
理会計上の単位、賃貸用資産、遊休資産につきましては個別物
件単位に基づきグルーピングしております。上記の遊休資産に
ついて、時価が帳簿価額に対して著しく下落しているため、当
事業年度において帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
26,322千円を減損損失として特別損失に計上しております。
なお、遊休資産の回収可能価額は固定資産税評価額に基づき算
定しております。

4 減価償却実施額 4 減価償却実施額
有形固定資産 千円 有形固定資産 千円
無形固定資産 千円 無形固定資産 千円

（株主資本等変動計算書関係）
　当事業年度(自　平成18年1月1日　至　平成18年12月31日)
　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

普通株式 株 株 ― 株 注
合計 株 株 ― 株
(注) 自己株式(普通株式)の増加3,545株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

6,98513,181

計 33,768

電 話 加 入 権 2,272

そ の 他 10,365

4,663

1,414

180

14,872

35,626 3,545 39,171

173,182
5,429

142,839
2,422

岩手県岩手郡

35,626 3,545 39,171

摘要前事業年度末株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

遊休資産 土地 26,322

場所 用途 種類
金額

(千円)

178,611

退 職 給 付 費 用 90,851

給 料 及 び 賞 与 2,666,178

業 務 委 託 費 700,044

減 価 償 却 費 145,262

退 職 給 付 費 用

計

前事業年度

4,860

6,741

建 物

器 具 備 品

　至 平成17年12月31日)

そ の 他 5,088

85,770

16,690

(自 平成17年 1月 1日 (自 平成18年 1月 1日

建 物

構 築 物

土 地

計

短期借入金 66,400

建 物

前事業年度 当事業年度

（平成17年12月31日） （平成18年12月31日）

器 具 備 品

当事業年度

　至 平成18年12月31日)

機 械 装 置

車 両 運 搬 具

給 料 及 び 賞 与 2,721,610

業 務 委 託 費 697,799

減 価 償 却 費

917,976

1,132,620

209,053

5,589
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①リース取引

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

②有価証券

前事業年度（平成17年12月31日現在）
　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成18年12月31日現在）

　子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

③税効果会計

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　(繰延税金資産） 　(繰延税金資産）

千円 千円

―

―

　(繰延税金負債） 　(繰延税金負債）

その他有価証券差額金 千円 その他有価証券差額金 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率の差異の原因と 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率の差異の原因と

なった主要な項目は評価性引当金の取崩しによるものであ なった主要な項目は評価性引当金の取崩しによるものであ

ります。 ります。

（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円

１株当たり当期純利益 円 １株当たり当期純利益 円

（注）1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式の発行がないため記載しておりません。

2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１株当たり当期純利益金額

　当期純利益(千円)

　普通株主に帰属しない金額(千円) ―　 ―　

　　　(うち利益処分による役員賞与金) ―　 ―　

　普通株式に係る当期純利益(千円)

　期中平均株式数（株）

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

27,146

そ の 他

繰延税金資産合計

36,167

繰延税金資産小計 199,328

評 価 性 引 当 金 △ 199,328

10,305,979

当事業年度

23.92

444,857

(自　平成17年 1月 1日   

至　平成17年12月31日）

246,427

246,427

10,300,303

(自　平成18年 1月 1日

前事業年度 当事業年度

21,83627,608

繰 延 税 金 資 産 合 計 減 損 損 失

退 職 給 付 費 用

10,681

繰 延 税 金 資 産 小 計

評 価 性 引 当 金 △ 288,381

288,381 56,955

役員退職慰労引当金

前事業年度 当事業年度

(自　平成17年 1月 1日 (自　平成18年 1月 1日

　 至　平成17年12月31日） 　 至　平成18年12月31日）

繰 越 欠 損 金

そ の 他

150,813

137,567

繰 越 欠 損 金 51,576

ゴルフ会員権評価損 16,800

444,857

(自　平成17年 1月 1日   

至　平成17年12月31日）

　 至　平成18年12月31日）

(自　平成18年 1月 1日

　 至　平成18年12月31日）

127.11

前事業年度

104.19

43.17
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７．役員の異動

(1) 代表者の異動

該当事項はありません。

(2) その他の役員の異動

平成19年3月29日の定時株主総会及び取締役会における異動予定

①新任取締役

　取締役　神谷　政雄　(現　調理部長　「京都ホテルオークラ総料理長」)

②昇格予定取締役

　専務取締役　清原　當博　(現　常務取締役営業本部長兼営業企画部長　「京都ホテルオークラ総支配人」)
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